




予 算決算 委員会資料 

令 和８年 ６月１７日 

福 祉 総 務 課 

保 護第一 課・第二課 

 

最高裁判決を踏まえた生活保護費等の追加給付について 

 

１ 事業内容 

  国が平成25年に行った生活保護基準の改定について、令和７年６月の最高裁判決に

より、物価変動率のみを直接の指標として引き下げを行った点について違法とされた

ことから、当時の生活保護受給者に対し、減額した保護費のうち、消費実態に基づく

新たな水準の改定率とした場合の額との差額分について追加給付を行う。 

  また、中国残留邦人等に対する支援給付についても、生活保護基準を用いて算定し

ていることから、同様の取扱いをするものである。 

 

２ 対象世帯 

(1) 生活保護分     約7,600世帯（受給中：約4,200世帯、廃止：約3,400世帯） 

（2）中国残留邦人等分 ８世帯（受給中：３世帯、廃止：５世帯） 

 

３ 給付額 

(1) 生活保護分    １世帯当たり80千円を見込んでおり合計608,000千円 

（2）中国残留邦人等分 世帯ごとの積算により合計645千円 

 

４ 給付事務に係る対応 

(1) 生活保護分 

受給中の世帯の給付額の算定や問い合わせについては、職員が対応する。 

廃止世帯については、業務委託により対応する。 

［業務委託の内容］ 

・問合せに係るコールセンター設置 

・申請書類の作成・印刷 

・問合せのあった世帯への申請書類の送付 

・申請書類の受付および不備対応 

・追加給付額の算定 

・給付決定世帯への通知の送付 

 

(2) 中国残留邦人等分 

受給中の世帯および廃止世帯について、すべて職員が対応する。 
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５ スケジュール（予定） 

 

 

６ 予算額 

 (1) 生活保護分 

   生活保護費（扶助費）                     608,000千円 

   生活保護費追加給付経費（事務的経費）              75,163千円 

   ［内訳］ 

   ・担当職員の追加給付業務に係る時間外勤務手当       12,724千円 

   ・追加給付に係る決定通知等郵送料および口座振替手数料   1,583千円 

    ・廃止世帯への給付事務に係る業務委託料         60,856千円 

     

(2) 中国残留邦人等分 

中国残留邦人等生活支援給付事業（扶助費および事務的経費）    654千円 

   ［内訳］ 

   ・中国残留邦人等への追加給付費（扶助費）           645千円 

   ・追加給付に係る決定通知等郵送料および口座振替手数料       9千円 

 

７ 財源 

 

10月～3月

受
給
世
帯

廃
止
世
帯

6月 7月 8月 9月

給付額の算定
（中国残留邦人等）

給付
（生活保護）

受付、給付額算定、給付
（生活保護、中国残留邦人等）

業務委託契約および準備期間
（生活保護）

給付額の算定
（生活保護）

給付
（中国残留邦人等）

事業費 負担金・補助金名（補助率） 補助額 一般財源

生活保護費 608,000 生活保護費負担金（国：３／４） 456,000 152,000

生活保護費追加給付経費 75,163 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国：10／10） 75,163 －

中国残留邦人等生活支援給付事業 654 492 162

645 中国残留邦人生活支援給付費負担金（国：３／４） 483 162

9 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国：10／10） 9 －

※扶助費については３／４が補助対象、事務的経費については10／10が補助対象

生活保護分

中国残留邦人等分

（単位：千円）
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予算決算委員会資料 

令和８年６月１７日 

長  寿  福  祉  課 

 

旧老人いこいの家解体準備経費について 

 

１ 事業内容 

  令和８年３月末で廃止した旧八橋老人いこいの家については土地を借用し

ており、速やかに返還する必要があることから、令和８年度にアスベスト含

有調査を行い、その結果を踏まえた解体費の設計を実施し、令和９年度以降

の解体に向けた準備を行う。 

 

２ スケジュール（予定） 

  令和８年７月      業者公募、契約 

  令和８年８月契約締結後 アスベスト調査・分析（約４か月） 

              ※調査結果を踏まえ解体費の設計を行う 

 

３ 予算額 

  ２，３３２千円 

 

４ 財源 

  市債（公共施設等除却債）  ２，２００千円 

  一般財源            １３２千円 
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予算決算委員会資料  

令和８年６月１７日  

保護第一課・第二課  

 

生活保護システム改修経費について 

 

１ 事業内容 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

が令和６年５月２７日に一部改正され、令和８年６月から国が特定個人情報

データ標準レイアウトを改版することとなった。それに合わせ、他機関との

外国人に対する生活保護情報のデータ連携を可能とするため、システム改修

を行うものである。  
 

２ スケジュール（予定） 

  令和８年７月上旬    契約締結  
（北日本コンピューターサービス株式会社）  

  令和８年７月契約締結後 改修作業  
  令和８年８月      連携開始  
   

３ 予算額 

  １，０５６千円 

 

４ 財源 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国：１／２） ５２８千円 

一般財源                       ５２８千円 
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